
(

7,2066,820

10,031

11,792

10,400

23,007
※　参考値は，国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値

④有権者数（平成２５年３月２日現在）

合計

（Ｈ25 3 31住基人口）

21,49122,993

11,091

7,142 7,205

⑤老齢人口割合

20,694

10,663

区分
平成１２年

女

11,205

11,788

11,215

平成１７年

国勢調査

平成２２年

〒 311-4391

http://www.town.shirosato.lg.jp/
029-288-3113029-288-3111〈 ＴＥＬ 〉

〈 住所 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉

あくつ　ふじお

阿久津　藤男

公営事業
会計関係

16

小山　一夫

歳）

②議会（平成２５年５月１日現在）

副町長

平成29年2月26日

③職員数（平成２４年４月１日現在）

ラスパイ
レス指数

46

小松﨑　三夫

16

104.3 96.3

人

一般行政職の
平均給料月額

参考値
※

平成26年3月11日

就任回数

204 158 123

うち一般行政関係
普通会計関係

任　　　　期

公明1人，民主1人，無所属14人

3,190 百円

現議員数人

全職員数

④機構図（平成２５年４月１日現在）

人
口

世帯数

男
平成23年4月1日全職員数

の  推  移

平成22年4月1日

213216

平成21年4月1日

公営企業一部事務組合加入事業地域指定

東茨城郡城里町大字石塚1428番地の25

城里町（しろさとまち）
市章等

70

①長等（平成２５年５月１日現在）

長

2

類型

＜行政組織＞

地方公共
団体コ－ド

Ⅴ－２

〈e-mail〉

①沿革

法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水）

083101 面積

＜概要＞

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　税滞納整理　火葬
場・斎場　農業共済

平成17年2月1日　合併
常北町　桂村　七会村

期目

161.73

soumu@town.shirosato.lg.jp

ｋ㎡

任 期

過疎（一部区域）
山振（一部区域）
特定農山村（一部区
域）

　平成17年2月1日に誕生した城里町は，茨城県の西北部に
位置し，東部は那珂川沿岸に開けた沖積平野地帯で，農地
や宅地，工業用地などに利用され，国道123号沿線を中心
に，多くの住民が居住している。中西部は，八溝山系の南縁
部が標高200m前後の丘陵地帯となっており，藤井川をはじ
めとする那珂川支流の多くの河川が起伏の激しい地形を作
り出し，山林や農地，レクリエーション施設などに利用され，
美しい自然が残る静かな地域である一方，県都水戸市に隣
接する恵まれた立地環境にある町である。

〈 ＦＡＸ 〉

②地勢・風土等

副議長

（人）

条例定数

小林　祥宏

党　派　別

議　　　　長

③人口・世帯数

（平成２５年４月１日）

常住人口

211

町議会 議会事務局

女

第３次

第２次

男

6,098418

9,262 ％

④有権者数（平成２５年３月２日現在）

億円

有権者数

市町村内総生産

①生産・所得（平成２２年度）

8,891 18,153 27.9

老齢人口割合

（Ｈ25.3.31住基人口）⑤老齢人口割合

計

％

千円

60.9

2,701

人口１人当り 千円2,193

(百万円・人）

％

総生産額（平成２２年度）

②産業構造

③農業・工業・商業

10.9

就業者１人当り

1,152

就業人口（平成２２年国調）

％

189

農業
（平成２２年２月１日）

農家数

事業所数

2,088

37

事業所数

＜産業・経済＞

総額・総数

区分

億円

2,316

％

5.5

住民所得

第１次

9,813 23.5

471

41,764

％ 6,44570.429,421

－

従業者数

（人・百万円）

－

％

25.5

（H23.1.1～12.31）従業者数

359

うち専業農家戸数 農業就業人口

古内茶，レッドポアロー（赤ネギ），常陸秋蕎麦，やぶ北茶，
しいたけ，米，トマト
粟野春慶塗，桂の雛人形

製造業
（平成２４年２月１日）

18,485

製造品出荷額等

1,046 12,112

（H18.4.1～19.3.31）

④特産物

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

年間販売額 

1,978

905

10,580

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局

町議会 議会事務局

総務課

監査委員 監査委員事務局

町　長 副町長

衛生センター

桂支所

七会支所

企画財政課

税務課

固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会事務局

ななかい保育所

産業振興課

収納対策室

町民課

環境センター

保険課

地域包括支援センター

沢山診療所

七会診療所

健康福祉課

都市建設課

下水道課

水道事業管理者 水道課

会計管理者 会計課

農業委員会 農業員会事務局

教育委員会 教育長 教育委員会事務局

常北給食センター

桂給食センター

コミュニティセンター城里

常北公民館

桂公民館

七会公民館

桂図書館

常北幼稚園
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21 02 393

［90.5］

96.9

［97.8］

87.4

［89.4］

公債費 1,416

1,023

汚水処理普及率

都市計画道路池ノ内・片山線

98.8上水道等普及率

道路改良率

①主要施策実施状況

内　　　容

＜主要施策等＞

4 73.8

道路舗装率

11病院・一般診療所

（百万円）

％

％47.8

30.7

％

か所

概　 算
事業費

期間名　　称

－

1

か所プ－ル 2

園

3

％

）

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

収入額

（

図書館

［89.5］

④市町村税の状況（平成２３年度）

2.7（

調定額

）

59,547

( 2.9

2,248,354

2

2,019,543

か所6

区分

758,721

( 37.6 ）

H17合併市町村幹線

0

10

4062,491

486

9.1

44.6

89.8

48.7(

982,975

校

）

＜公共施設整備状況＞（平成２３年度）

1,124,494

5

）

市町村民税・個人
（構成比）

50.0

90.6

市町村税合計
（国保除く）

17.0

-

市町村民税・法人
（構成比）

固定資産税
（構成比）

-

-

61,468

837,593

37.3（ ）

-

15.4

＜財政状況＞

①決算収支

区分

国庫支出金

実質単年度収支 95,222

単年度収支

歳　　　入

②主な歳入・歳出（平成２３年度）

区　　分

（千円・％）

増減率

歳　　入 10,356,315 11,950,369

平成２２年度決算 平成２３年度決算

9,736,276 11,394,124

556,245620,039

実質収支

形式収支

歳　　出

地方税

45,687

11,950

△ 89,748

2,020

1,089

8.5

5,333

地方債

地方交付税

その他

1,019

341

4.1うち臨財債費

人件費

扶助費

歳　　　出

義務的経費

9.0

36.1

11,394

20.8

12.4

投資的経費

うち繰入金

－

△ 11

△ 27

2.9

1,658

63

－

14.7

△ 50

67

－

17.0

2.8

－

45

1.5

－

－

－

か所

7.1

体育館

か所

戸公営住宅

4公民館等

か所

小学校 ※

幼稚園 ※

※のみ平成２４年度

校

か所

か所

児童館

老人福祉施設

保育所

中学校 ※

△ 1.9

23.5

15.4

266,553

1,594

220,866

921,511

構成比

（百万円・％）

増減率

△ 2.4

△ 39

増減額決算額

16.9

－

1,014

△ 1.1

1,672

－

△ 3.4

4,111

21.02,393

11.5

15.8

都市計画道路池ノ内・片山線
L=1,200ｍ
町道三塙線　L=720ｍ
町道徳蔵倉見線　L=3,100m

178.4

1,900

7

18

対象：商品券購入者
内容：消費者の生活支援を図り，地元
での消費拡大を図る

対象：町内の小学６年生
内容：北海道の雄大な自然の中での
活動や、船を利用した集団生活をす
る

19

11

対象：マル福対象外の乳幼児と中学
校卒業までの生徒
内容：医療費を助成する

対象：事前に登録・予約をした町民
内容：町内全域へ送迎を行う城里デ
マンド交通「ふれあいタクシー」に対す
る運行補助

－

4.2

42.9

うち単独

1,397

484

841

473

－

88.8

H25

H25

[88.0]

0.377

[10.4]

[63.6]

[0.693]

％ (25.0)15.0

％

プレミアム付き
商品券発行事業
費補助

H25

H25

－

(

－

△ 360

特例乳幼児・児
童医療費助成
（マル特）事業

)

(

ふれあいの船事
業

％ 14.03

・健全化判断基準

うち繰出金

H17
～

H26

△ 42.7
デマンド交通シ
ステム運行補助
事業

35.5

合併市町村幹線
道路緊急整備事
業

12.3 －

4,890その他の経費

1,312うち補助

投資的経費

普通建設事業費

[19,479]

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

19.03－ ％

実質公債費比率

11,656地方債現在高（A)

財政力指数（平成２２年度～平成２４年度）

－

)

実質赤字比率

③主要指標（平成２３年度）

－

3,837

経常収支比率

将来負担比率

[14,930]

連結実質赤字比率

[2,886]

標準財政規模（平成２４年度）

1,804

百万円

6,882

[22,514]

百万円

②今後の主要課題・特色ある行政等
・普通会計に関する主な指標

＜主要課題＞
　・行財政改革の推進と財政健全化
　・少子高齢化社会への対応
　・グリーンツーリズム施策の推進

＜特色ある行政＞
　・特例乳幼児・児童医療費助成（マル特）事業
　・次世代育成支援
　・ふれあいの船事業
　・デマンド交通システム運行

[5,921]

百万円

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

131.6 ％ (350.0)

百万円8,320

百万円積立金現在高（C)

501債務負担行為支出予定額（B)
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